
熊本地震における強度・変形特性の低下による 

火山灰性粘性土地盤の不安定化とその評価 

 

応用地質 正会員 ○渡邊 大樹 

茨城大学 フェロー会員  安原 一哉 

茨城大学  正会員  小林 薫  

中央開発 正会員  荒井 靖仁 

東電設計 正会員  佐藤 恭兵 

山口大学 正会員  兵動 正幸 

 

１．はじめに 

 2016 年 4 月に発生した熊本地震は住宅等に甚大な被害をもたらした．その原因の一つとして，著者らは表層の火

山灰質粘性土の強度と変形係数の繰返し軟化が起因していると考えた．本報告では，被災した火山灰質粘性土で造

成された宅地盛土の地震後の強度と変形係数の低下特性を考慮した安原ら 1) 2)

による，地震時残留変形予測手法を用いて，被災した戸建て住宅を対象に地震

時残留変形量を求めた．次いで，計算結果を松尾・川村ら 3)が提案した施工管

理図に適用して不安定性の評価を行なった．また，その結果の妥当性について

ニューマーク法による数値解析により考察した． 

２．地震時沈下および側方変位の簡易予測  

図 1 に計算モデルを示す．これは，対象とした盛土宅地において，地す

べりが発生した盛土斜面側近の戸建て住宅を模擬している．また，地震時に

おける残留変形は安原ら 1) 2)が示した強度と変形係数の低下を考慮した残留変

形予測モデルを用いており，粘性土における地震時の沈下量∆𝑆𝑐𝑦は，地

震直後に生じる即時沈下量∆𝑆𝑖,𝑐𝑦と地震により発生した過剰間隙水圧の

消散に伴う沈下量∆𝑆𝑣𝑟で構成される．これらは式(1)～式(3)より表され

る． 

∆𝑆𝑐𝑦 = ∆𝑆𝑖,𝑐𝑦 + ∆𝑆𝑣𝑟 (1) 

∆𝑆𝑖,𝑐𝑦 = 𝑆𝑖 × {
𝑅𝑞

𝑅𝑘

[
1 − 1/𝐹𝑠

𝑅𝑞 − 1/𝐹𝑠

]} (2) 

∆𝑆𝑣𝑟 = 0.225・𝐻
𝐶𝑐

1 + 𝑒0

× log 𝑛𝑞 (3) 

ここで，𝑆𝑖は住宅構築時の即時沈下量，𝑅𝑞，𝑅𝑘は非排水せん断強度

比，割線変形係数比であり，実験結果より得られた非排水せん断強度比

と割線変形係数比を用いている．𝐹𝑠は支持力安全率，𝐻は対象地盤の層

厚，𝐶𝑐は圧縮指数，𝑒0は初期間隙比である． 

 また，側方変位∆𝛿については以下の式(4)で示される． 

∆𝛿＝𝐻(1 + 𝜈)
𝑞

𝐸50

{(
1

𝑅𝑘

) − 1} (4) 

ここで， 𝜈はポアソン比， 𝑞は鉛直荷重，𝐸50は割線変形係数である． 

以上より，火山灰質粘性土で造成された宅地盛土の地震時残留変形予測

を行った．図 2 に計算結果を示す．地震時沈下量と側方変位の両者と  
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図 1 計算モデル 

 

図 2 地震時沈下量と側方変位 
 

 
図 3 不安定性評価図 
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も過剰間隙水圧比が上昇にするにつれて変形量が増加しており，簡便法よ

り変曲点を求めた結果，過剰間隙水圧比が 0.85～0.9 の値の時に急激な増加

することがわかった． 

３．不安定性評価 

 不安定性評価として松尾・川村ら 3)が提案した施工管理図を用いる．図 3

に不安定性評価図を示す．結果として，対象とした宅地盛土において，地

震時に発生した過剰間隙水圧比が 0.91 付近で破壊に至り，その時の地震時

沈下量と側方変位はそれぞれ約 110 cm，約 65 cm であった．また，図 3 に

おいて，𝐹𝑠が 1.1～1.25 の時に盛土の天端や斜面にクラックが生じる

ことが報告されており 3)，また，対象とした宅地盛土においても地す

べりによる深刻なクラック群が生じたと報告されている 4)．このた

め，本研究では𝐹𝑠＝1.25 を不安定化の規準線とした．これより，

地震時に発生した過剰間隙水圧比が 0.85 で不安定化に至るとされ，

また，図 2 に示した地震時沈下量と側方変位より過剰間隙水圧比

が 0.85～0.9 の時に急激な増加を示していることから，対象とした宅

地盛土において地震時に過剰間隙水圧比が 0.85 付近において，地す

べりが発生し，不安定化に至ったと判断される．その時の地震時沈下

量と側方変位は約 50 cm，約 20 cm であった． 

４．ニューマーク法による地震時残留変形量の把握  

 ニューマーク法による地震時残留変形解析モデルとして図 1 に示

した計算モデルと同様のものを仮定した．すべり面は修正フェレニウ

ス法より常時の安全率が最小となる円弧を設定した．また，地震波は

益城町で観測された本震の地震波形を用いた．図 4，図 5 に解析結果，入力地震動および残留変形量を示す．解析

によって得られた円弧すべり面は中心半径 R が 12 m，最小安全率は 2.206，降伏震度𝑘𝑦は 0.572 となり，地震動を

入力した結果，残留変形量は 38.8 cm，最大加速度の時の最小安全率は 0.614 と安全率 1.0 を大幅に下回っており，

水平震度𝑘ℎは 1.181 と非常に大きかった．これは，地震動の最大加速度が 1157 gal と非常に大きかったためであり，

残留変形量も大きく変化したことがわかった．また，残留変形量はすべり面に沿った変位量であり，地震時沈下量

と側方変位に分解するとそれぞれ，約 37 cm，約 10 cm となった．このため，安原らによる残留変形予測手法で求

めた，地震時沈下量の差が 15 cm 以内であり，軟弱地盤対策工指針 5)によると，一般盛土において許容沈下量は 30 cm

以内であることを考慮すると，提案された地震時残留変形予測手法より求めた変形量の妥当性は高いと言える． 

５．まとめ  

1) 益城町における火山灰質粘性土で造成された宅地盛土において，地震時において発生した過剰間隙水圧が大きい

ほど残留変形量が大きくなり，宅地等の上載圧に対して過剰間隙水圧が 0.85 発生した時に不安定化に至ることが

わかった．その時の宅地盛土の地震時沈下量と側方変位はそれぞれ，約 50 cm，約 20 cm であった． 

2) ニューマーク法による地震時の残留変形解析より得られた残留変形量は 38.8 cm であり，安原らの予測手法で得

られた残留変形量と概ね一致することがわかった． 
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図 4 解析結果 

 

 
図 5 入力地震動および残留変形量 
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